
令和７年度港区特定相談支援事業所等

運営支援補助金について

港区障害者福祉課障害者事業所支援係



１ 補助対象経費

（１）事業所の借上げに要する賃借料

（２）相談支援専門員の賃金改善に係る手当に要する費用 New

（３）相談支援専門員の採用に要する費用 New

（４）障害児支援利用計画の作成等に対する基本報酬に

係る加算 New
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補助対象経費の内訳 賃借料、共益費（消費税を含む。）

補助率 １／４（補助限度額：なし）

補助対象 令和７年４月分から令和８年３月分までの賃借料等

補助要件

・賃借料（家賃）を支払っていること。

・港区の利用者を、月の初日において35人以上受け入れていること。

※補助対象期間のうち、要件を満たす月が補助対象月です。

※受入れ数：当該事業所が相談支援事業所として支給決定され、当該事業所が

契約している利用者児数

補助金の交付方法 実績に基づき交付

月 ４ ５ ６ ７ ８ ９

受入れ数 40 40 30 30 40 40

補助 ○ ○ × × ○ ○

（１）事業所の借上げに要する賃借料
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補助対象経費の内訳 相談支援専門員の賃金改善に係る手当に要する費用

補助基準額
（１）相談支援専門員（常勤） １人１月当たり16,000円
（２）主任相談支援専門員（常勤） １人１月当たり17,600円
（３）相談支援専門員（非常勤） １人１月当たり 8,000円

補助率

（１）及び（２）10/10
（３）

補助対象 令和７年４月分から令和８年３月分までの賃金改善に係る費用

補助要件 相談支援専門員の賃金改善に係る手当を創設し、賃金改善を行うこと。

補助金の交付方法 実績に基づき交付又は概算払いによる交付

（２）相談支援専門員の賃金改善に係る手当に要する費用

１人１月当たりの
勤務時間数

80時間以上
40時間以上
80時間未満

40時間未満

補助率 10/10 3/4（75％） 1/2（50％）
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補助対象経費の内訳
相談支援専門員の採用に要する紹介手数料等＊の費用（消費税を含む。）

＊求人広告掲載料、人材紹介会社へ支払う成功報酬等

補助率 10/10（補助限度額：１人当たり200,000円）

補助対象 令和７年度中に新たに雇用し、経費の支出が令和７年度中のもの

補助要件

・常勤の相談支援専門員を新規に雇用し、事業所に配置した旨を区に届け出ること。

＊常勤：基準省令に定める常勤をいう。

・港区民の計画相談支援又は障害児相談支援を、当該相談支援専門員が積極的

に担当すること。

補助金の交付方法
実績に基づき交付又は概算払いによる交付

（概算払いの場合、１事業所200,000円まで）

（３）相談支援専門員の採用に要する費用
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補助対象経費の内訳

（１）障害児支援利用計画（以下「計画」という。）の新規作成に対する加算
（２）計画の変更に対する加算
（３）継続障害児支援利用援助（モニタリング）の実施に対する加算

＊いずれも港区民の支援を行った場合が対象

補助基準額
（１）１件当たり20,000円
（２）１件当たり15,000円
（３）１件当たり10,000円

補助率
10/10
＊（２）について、利用者１人につき年１回を申請上限とする。
＊（３）について、初回計画作成から１年間を補助対象とする。

補助対象
障害児相談支援給付費の支払決定が令和７年度中に行われたもの

＊令和７年４月から令和８年２月までのサービス提供分

補助要件

（１）
・新規で障害児相談支援の支給決定を受けた児童に対して、計画を作成すること。
・障害児相談支援事業所が提供する障害児相談支援を初めて利用する児童（セルフプラン
から移行する児童）に対して、計画を作成すること。

（２）計画の変更を行うこと。
（３）（１）に該当する児童に対して、モニタリングを行うこと。

補助金の交付方法 実績に基づき交付

（４）障害児支援利用計画の作成等に対する基本報酬に係る加算
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２ 申請に必要な書類

港区特定相談支援事業所等運営支援補助金交付申請書に加え、以下の書類が必要です。

（１）事業所の借上げに要する賃借料

・事業所の賃貸借契約書の写し

＊契約期間に補助対象期間が含まれるもの

・指定申請時（変更申請）時の平面図の写し

※他事業所等と併設している場合は、相談支援事業所の面積が分かる資料

※面積等に応じて賃借料を按分します。

・賃借料（家賃）を支払ったことが分かる書類（通帳の写し又は領収書等）
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２ 申請に必要な書類

（２）相談支援専門員の賃金改善に係る手当に要する費用

・賃金改善実施報告書（区様式）

・従業者の勤務体制一覧表（区に届け出ている書類の写し）

（３）相談支援専門員の採用に要する費用

・事業報告書（区様式）

・採用経費を支払ったことが分かる書類（領収証等）

（４）障害児支援利用計画の作成等に対する基本報酬に係る加算

・東京都国民健康保険団体連合会に提出した障害児相談支援給付費請求書の写し

・請求実績報告書（任意様式 ＊区参考様式あり）
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３ 交付手続きの流れ（実績に基づき交付を受ける場合）

（事業所）

交付申請

（区）

申請書類

審査

（区）

交付決定

（区）

補助金支出処理

（区）

指定口座へ

補助金振込み

（事業所）

補助金受領

（事業所）

実績報告

上半期：令和７年10月

下半期：令和８年４月

（区）

実績報告に応じて

追加交付

又は返還※

※交付申請の内容に変更があった場合は、交付申請と同様の流れで変更交付申請してください。

※他制度の助成を受けている場合は、精算時に返還を求めます。 8



３ 交付手続きの流れ（概算払いによって交付を受ける場合） ＊賃金改善に係る費用、採用経費

【事業所】
交付申請
（賃金改善、
採用経費）

【区】

申請書類審査

【区】

交付決定

【事業所】

補助金受領

【事業所】
変更交付申請
（賃借料、加算）

【区】

補助金支出処理

【区】

指定口座へ
補助金振込み

【区】

申請書類審査

【区】

変更交付決定

【区】
補助金支出処理
＊交付決定額との
差額を支払います。

【区】

指定口座へ
補助金振込み

【事業所】

補助金受領

【事業所】
実績報告

上半期：令和７年10月
下半期：令和８年３月

【区】

実績報告に応じて

追加交付又は返還

※賃金改善、採用経費の交付申請内容に変更があった場合は、変
更交付申請を提出してください。

※他制度の助成を受けている場合は、精算時に返還を求めます。
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４ 申請書類の提出

【 提出時期 】

①すべて実績に基づき申請する場合 ②一部を概算払いで申請する場合

実績に基づく申請 上半期 下半期

交付申請 令和７年９月 令和８年３月

変更交付申請 ※ ※

実績報告 令和７年10月 令和８年３月
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実績に基づく申請 上半期 下半期

交付申請 令和７年５月 令和７年10月

変更交付申請 令和７年９月 令和８年３月

実績報告 令和７年10月 令和８年３月

・賃金改善に係る費用、採用経費のみ概算払いが可能です。

・変更交付申請時は、当初交付申請金額との差額を支払い

ます。

・返還が生じる場合は、実績報告に基づき精算します。

※ 区の交付決定後に、交付申請内容に変更が生じた場合

は、変更交付申請の提出が必要です。



４ 申請書類の提出

【 提出方法 】

① 郵送

〒105-8511

港区芝公園１丁目５番２５号

港区保健福祉支援部障害者福祉課障害者事業所支援係

② 窓口

港区芝公園１丁目５番２５号

港区役所２階（204窓口） 障害者福祉課障害者事業所支援係

③ 電子申請

https://logoform.jp/form/Mt5V/1220966 （申請用QRコード→）

【 問合せ 】

保健福祉支援部 障害者福祉課 障害者事業所支援係 電話 03-3578-2671
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